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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　絶縁基板と、前記絶縁基板の一方の主表面上に互いに間隔をあけて配置された第１およ
び第２の導体基板と、前記絶縁基板の前記一方の主表面と反対側の他方の主表面上に配置
された第３の導体基板とを含む基板材と、
　前記第１の導体基板の前記絶縁基板と反対側に接続される半導体素子と、
　前記半導体素子の前記第１の導体基板と反対側に接続される端子とを備え、
　前記端子は前記半導体素子上の領域から前記第２の導体基板の上の領域まで延びるとと
もに、前記第２の導体基板と接続されており、
　前記基板材、前記半導体素子および前記端子の一部は樹脂により封止され、
　前記第３の導体基板は、前記絶縁基板の前記他方の主表面と接合される領域を除く他の
領域において前記樹脂から露出しており、
　前記端子は、前記絶縁基板の前記一方の主表面に沿って延びる水平領域と、前記水平領
域から屈曲して前記一方の主表面に対して角度を有するように延びる傾斜領域とを含み、
　前記第２の導体基板側の端部における前記端子の前記水平領域のみが、前記樹脂から露
出している、半導体装置。
【請求項２】
　前記端子は前記第２の導体基板と直接接続される、請求項１に記載の半導体装置。
【請求項３】
　前記端子の前記基板材側にある第１の端子表面は、前記第２の導体基板の真上において
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前記第１の導体基板の真上に比べて前記基板材からの距離が短い、請求項１または２に記
載の半導体装置。
【請求項４】
　前記端子は前記第１の導体基板より熱容量が大きい、請求項１～３のいずれか１項に記
載の半導体装置。
【請求項５】
　前記第１の導体基板の真上における前記端子の前記半導体素子と反対側に第１の熱容量
体をさらに備え、
　前記第１の熱容量体は、前記第１および第２の導体基板より熱容量が大きい、請求項１
～４のいずれか１項に記載の半導体装置。
【請求項６】
　前記第２の導体基板の真上における前記端子の前記基板材と反対側に第２の熱容量体を
さらに備え、
　前記第２の熱容量体は、前記第１および第２の導体基板より熱容量が大きい、請求項１
～５のいずれか１項に記載の半導体装置。
【請求項７】
　前記端子の前記基板材と反対側にある第２の端子表面は、少なくとも前記第１および第
２の導体基板の真上において前記樹脂に覆われる、請求項１～５のいずれか１項に記載の
半導体装置。
【請求項８】
　前記半導体素子は、スイッチとしての機能と、還流用ダイオードとしての機能との双方
を有する、請求項１～７のいずれか１項に記載の半導体装置。
【請求項９】
　前記半導体素子はワイドバンドギャップ半導体からなる、請求項１～８のいずれか１項
に記載の半導体装置。
【請求項１０】
　前記半導体素子はシリコンとカーボンとを主成分とする化合物からなる、請求項１～９
のいずれか１項に記載の半導体装置。
【請求項１１】
　前記基板材は、前記絶縁基板の前記一方の主表面上に、前記第１および第２の導体基板
と互いに間隔をあけて配置された第４の導体基板をさらに含み、さらに、
　前記第４の導体基板の前記絶縁基板と反対側に接続される他の半導体素子と、
　前記他の半導体素子の前記第４の導体基板と反対側に接続される他の端子とを備え、
　前記第１の導体基板は、前記半導体素子が接続された第１領域と、前記第１領域以外の
第２領域とを含み、
　前記他の端子は前記他の半導体素子上の領域から前記第１の導体基板上の前記第２領域
まで延びるとともに、前記第１の導体基板の前記第２領域と接続される、請求項１～１０
のいずれか１項に記載の半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は半導体装置に関し、特に冷却効率を向上するための電力用半導体装置に関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
　ＩＧＢＴ（Insulated　Gate　Bipolar　Transistor）などの電力用半導体素子が搭載さ
れた半導体装置において、その最下面側など片面のみから電力用半導体素子の発する熱を
放熱する機構が、たとえば特開２０１５－１１５４７１号公報（特許文献１）に開示され
ている。一方、放熱性を向上させる電力用の他の半導体装置が、たとえば特開２００３－
２５８１６６号公報（特許文献２）に開示されている。これらの半導体装置においては、
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その最下面側にヒートシンクなどの冷却器が接合され、その下方からの放熱が可能となっ
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１５－１１５４７１号公報
【特許文献２】特開２００３－２５８１６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　一般的に半導体素子は基本的にその下方に伝わる熱よりも上方に伝わる熱の方が外部へ
の放熱が困難であり、その上方に伝わる熱を効率的に放熱することが望まれる。しかし特
開２０１５－１１５４７１号公報においては発熱量の大きい２つの電力用半導体素子の双
方とも、その上面が金属板に接続されている。このため特開２０１５－１１５４７１号公
報においては半導体素子の上方に接続された金属板は２つの電力用半導体素子から大きな
発熱を受ける。また半導体素子は一般的に導体材料などに比べて熱抵抗が大きい。このた
め熱容量の問題から、この金属板を介した装置外部への放熱性は十分でないと考えられる
。つまり特開２０１５－１１５４７１号公報に開示の半導体装置は、全体としての放熱性
が十分でないと考えられる。
【０００５】
　一方、特開２００３－２５８１６６号公報においては、半導体素子の上面側および下面
側の双方に金属体が接合され、それら双方の金属体が半導体素子の下面側にて樹脂材料か
ら露出する構成となっている。このため半導体素子の上方に伝わる熱がその下方に伝わる
熱と同様に、半導体素子の下方に接続された冷却器などにより高効率に放熱される。
【０００６】
　しかし特開２００３－２５８１６６号公報においては、半導体装置の最下面側において
樹脂材料から露出する、半導体素子の下面側に接合された第１の金属体と半導体素子の上
面側に接合された第２の金属体との双方が絶縁シート等により電気的に絶縁される必要が
ある。このため当該絶縁シートの存在によりその下方への冷却器の取り付けの位置精度な
どを確保することが困難となる。また半導体素子の下面側において、樹脂材料から露出し
た第１の金属体と第２の金属体との間の平行度を確保することが求められるが、そのよう
に２つの金属体の双方が同じ平面上に配置され半導体装置全体の平行度を確保する態様と
することは困難である。これら２つの金属体の間の平行度が悪ければ、たとえば第２の金
属体とヒートシンクとの間に隙間が形成され、第２の金属体からの放熱性が低下したり、
第１および第２の金属体間の絶縁性の確保が困難になるという問題が発生する。
【０００７】
　本発明は上記の課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、均一な放熱性が得られ
るとともに、容易に冷却器への取り付けが可能な半導体装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の半導体装置は、基板材と、半導体素子と、端子とを備えている。基板材は、絶
縁基板と、絶縁基板の一方の主表面上に互いに間隔をあけて配置された第１および第２の
導体基板と、絶縁基板の一方の主表面と反対側の他方の主表面上に配置された第３の導体
基板とを含む。半導体素子は、第１の導体基板の絶縁基板と反対側に接続される。端子は
、半導体素子の第１の導体基板と反対側に接続される。端子は半導体素子上の領域から第
２の導体基板の上の領域まで延びるとともに、第２の導体基板と接続されている。基板材
、半導体素子および端子の一部は樹脂により封止される。第３の導体基板は、絶縁基板の
他方の主表面と接合される領域を除く他の領域において前記樹脂から露出している。端子
は、絶縁基板の一方の主表面に沿って延びる水平領域と、水平領域から屈曲して一方の主
表面に対して角度を有するように延びる傾斜領域とを含む。第２の導体基板側の端部にお
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ける端子の水平領域のみが、樹脂から露出している。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、端子が半導体素子の上面側から、半導体素子の下面側に配置される第
２の導体基板まで延びるように接続されるため、半導体素子の上面側から下面側への放熱
性を高めることができる。また基板の他方の主表面上の第３の導体基板により、半導体装
置全体の平坦性を高め、その下方への冷却器の取り付けが容易になる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】実施の形態１の半導体装置の特徴部分の構成を示す概略断面図である。
【図２】実施の形態１の半導体装置の、図１に示す特徴部分を含むハーブブリッジ回路の
構成を示す概略平面図である。
【図３】実施の形態２の半導体装置の特徴部分の構成を示す概略断面図である。
【図４】実施の形態２の半導体装置の、図３に示す特徴部分を含むハーブブリッジ回路の
構成を示す概略平面図である。
【図５】実施の形態３の半導体装置の特徴部分の構成を示す概略断面図である。
【図６】実施の形態３の半導体装置の、図５に示す特徴部分を含むハーブブリッジ回路の
構成を示す概略平面図である。
【図７】実施の形態４の半導体装置の特徴部分の構成を示す概略断面図である。
【図８】実施の形態４の半導体装置の、図７に示す特徴部分を含むハーブブリッジ回路の
構成を示す概略平面図である。
【図９】実施の形態５の半導体装置の特徴部分の構成を示す概略断面図である。
【図１０】実施の形態５の半導体装置の、図９に示す特徴部分を含むハーブブリッジ回路
の構成を示す概略平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、一実施の形態について図に基づいて説明する。
　（実施の形態１）
　まず本実施の形態の半導体装置の構成について図１および図２を用いて説明する。なお
図１は図２中のＩ－Ｉ線に沿う部分の概略断面図である。図１を参照して、本実施の形態
の半導体装置１００は、基板材１と、半導体素子３と、端子５と、接続材７と、樹脂９と
を主に有している。接続材７は接続材７Ａ，７Ｂ，７Ｃを有している。
【００１２】
　基板材１は、絶縁基板１０と、第１の導体基板１１と、第２の導体基板１２と、第３の
導体基板１３とを含んでいる。絶縁基板１０は、たとえば窒化アルミニウムからなる絶縁
性を有する平板状の部材であり、たとえば平面視において矩形状を有している。絶縁基板
１０は、図１における上方に配置される一方の主表面１０Ａと、一方の主表面１０Ａと反
対側すなわち図１における下方に配置される他方の主表面１０Ｂとを有している。第１の
導体基板１１および第２の導体基板１２は、絶縁基板１０の一方の主表面１０Ａ上に配置
された平板状の部材である。
【００１３】
　第１の導体基板１１および第２の導体基板１２は、一方の主表面１０Ａ上において互い
に間隔をあけて配置されている。第３の導体基板１３は、絶縁基板１０の他方の主表面１
０Ｂ上に配置されている。第３の導体基板１３は、平面視においてたとえば矩形状を有す
る平板状の部材である。第３の導体基板１３は、少なくとも平面視において第１の導体基
板１１および第２の導体基板１２と重なる領域を含むように他方の主表面１０Ｂ上のなる
べく広い領域を覆うように配置されることが好ましく、他方の主表面１０Ｂの全面を覆う
ように配置されることがより好ましい。第１の導体基板１１、第２の導体基板１２および
第３の導体基板１３はたとえば銅からなることが好ましく、一方の主表面１０Ａ上または
他方の主表面１０Ｂ上に直接接合されている。
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【００１４】
　次に半導体素子３は、ＩＧＢＴ、ＭＯＳＦＥＴ（Metal　Oxide　Semiconductor　Field
　Effect　Transistor）またはダイオードなどの電力用半導体装置が搭載されたチップ状
の部材である。半導体素子３の本体としてのチップ状の部材は、ワイドバンドギャップ半
導体素子であることが好ましく、半導体素子３はたとえばシリコンとカーボンとを主成分
とする化合物からなることが好ましく、たとえば炭化珪素（ＳｉＣ）からなることが好ま
しい。このようにすれば、半導体素子３の寸法を縮小することができる。半導体素子３は
、第１の導体基板１１の絶縁基板１０と反対側すなわち図１の上側に、はんだなどの接続
材７Ａにより接続されている。
【００１５】
　半導体素子３の図１の上側の表面と、半導体素子３の図１の下側の表面とには、図１中
に示されないがたとえばアルミニウムの薄膜からなる電極と、ニッケルからなるはんだ接
合用金属膜とが形成される。ここではんだ接合用金属膜は電極の平面視における外側に形
成され、はんだなどの接続材７Ａの供給に先立って供給される、電極を接続材７Ａから保
護するための金属膜である。アルミニウムの薄膜からなる電極は、たとえば後述する制御
用電極４であってもよい。
【００１６】
　端子５は、半導体素子３の第１の導体基板１１と反対側すなわち図１の上側に、はんだ
などの接続材７Ｂにより接続されている。端子５は、半導体素子３上の領域から第２の導
体基板１２の上の領域まで延びるとともに、第２の導体基板１２と接続されている。すな
わち端子５は、半導体素子３の上側の表面と接続材７Ｂにより接合されるとともに、はん
だなどの接続材７Ｃにより第２の導体基板１２の上側の表面と接合されている。
【００１７】
　したがって端子５は第２の導体基板１２と直接接続されている。ここで直接接続される
とは、端子５と第２の導体基板１２との間にはんだなどの両者を接続するための接続材以
外のいかなる部材（たとえば絶縁シートなど）も挟まれていないことを意味する。つまり
第２の導体基板１２の図１の上側には、半導体素子３は接続されていない。端子５は、単
一の半導体素子３のみと接続されている。
【００１８】
　接続材７Ａの図１の上下方向の厚みは５０μｍ以上２００μｍ以下であることが好まし
く、接続材７Ｂの同厚みは５０μｍ以上３００μｍ以下であることが好ましい。また接続
材７Ｃの同厚みは５０μｍ以上２００μｍ以下であることが好ましい。接続材７は５０μ
ｍ以上の厚みを有することにより、半導体素子３と、第１および第２の導体基板１１，１
２と、端子５との接触部において両者の線膨張係数差によって発生する応力を緩衝するこ
とができる。また半導体素子３の真下における接続材７Ａの厚みを２００μｍ以下とする
ことにより、接続材７Ａにおける熱抵抗の低下およびその上に搭載される半導体素子３の
傾きを抑制することができる。さらに接続材７Ｂ，７Ｃの厚みの上限値を３００μｍ以下
とすることにより、端子５の平行度公差を吸収しつつ、接続材７Ｂ，７Ｃにおける熱抵抗
の低下を抑制することができる。
【００１９】
　端子５の基板材１側すなわち図１の下側にある第１の端子表面は、第２の導体基板１２
の真上において第１の導体基板１１の真上に比べて基板材１からの距離が短くなっている
。すなわち端子５は、第１の導体基板１１の真上と第２の導体基板１２の真上との間の領
域において、図１の下側に延びるように屈曲している。図１における接続材７Ａと接続材
７Ｃとの厚みがほぼ等しければ、端子５は、第２の導体基板１２の真上において、第１の
導体基板１１の真上に比べて、半導体素子３および接続材７Ｂの図１の上下方向の厚みの
和の分だけ図１の下側に配置されている。
【００２０】
　端子５は、平面視においてたとえば第１の導体基板１１から第２の導体基板１２に向か
う方向に長く延びる矩形状の板状導体である。端子５は、たとえば銅などの導体材料によ
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り形成されており、０．３ｍｍ以上２．０ｍｍ以下程度の厚みを有している。また端子５
は第１の導体基板１１よりも熱容量が大きいことが好ましい。
【００２１】
　半導体装置１００においては、上記の基板材１、半導体素子３および端子５の少なくと
も一部は樹脂９により封止されている。すなわち図１においては、基板材１の絶縁基板１
０の一方の主表面１０Ａ上、第１の導体基板１１および第２の導体基板１２の表面は、他
の部材により接続されている領域以外は封止された樹脂９に覆われている。半導体素子３
についても接続材７Ａ，７Ｂにより接合された領域以外は樹脂９に覆われている。端子５
は図１の基板材１の右端よりも右側の領域において樹脂９から露出しているが、それ以外
の領域においては接合材７Ｂ，７Ｃにより接合された領域を除き樹脂９に覆われている。
特に端子５の基板材１と反対側すなわち図１の上側にある第２の端子表面は、少なくとも
第１の導体基板１１および第２の導体基板１２の真上において樹脂９に覆われている。し
たがって端子５の第２の端子表面は、樹脂９の外側にはみ出ている図１の右端の領域を除
き、樹脂９の最上面から露出することなく、その全体が樹脂９に覆われている。樹脂９は
たとえば一般公知のエポキシ系の樹脂材料である。
【００２２】
　ただし第３の導体基板１３は、樹脂９により封止されることなく、樹脂９から露出して
いる。第３の導体基板１３の図１下側の主表面１３Ｂは、絶縁基板１０の他方の主表面１
０Ｂと接合される領域を除く他の領域において樹脂９から露出している。
【００２３】
　基板材１、半導体素子３、第１の導体基板１１、第２の導体基板１２および端子５の少
なくとも一部が樹脂９に封止されることにより、これらの各部材と半導体装置１００の外
部との電気的な絶縁性を確保することができる。また樹脂９により、異物および湿度など
の外乱要因による半導体素子３の他の各部材との短絡を抑制することができる。したがっ
て半導体装置１００の取扱性および信頼性を向上することができる。
【００２４】
　なお図示されないが、図１に示す半導体装置１００の下方、すなわち第３の導体基板１
３の下側の主表面１３Ｂは、接続材７とは異なるたとえばグリスなどの接合材により、ヒ
ートシンクなどの冷却器に接続されている。
【００２５】
　半導体素子３は、その上側の表面に、たとえば複数の制御用電極４を有している。制御
用電極４は、たとえばアルミニウムからなるワイヤ２１により外部電極２５と電気的に接
続されている。外部電極２５は、樹脂９の内側と外側、すなわち半導体装置１００の内側
と外側とを電気的に接続するための電極であり、樹脂９の内側の領域から外側の領域まで
延びている。これにより、半導体装置１００の外部から、外部電極２５およびワイヤ２１
を介して、半導体素子３に電気信号を入力することができる。このため、半導体装置１０
０の外部から半導体素子３を動作させることができる。
【００２６】
　図２を参照して、図１に示す半導体装置１００の断面図は、実際には半導体装置１００
全体の一部であり、たとえば図２の右半分の領域に相当する。なお図２においては説明の
都合上、図１の樹脂９については図示省略されている。
【００２７】
　図２に示すように、第２の導体基板１２は平面視において矩形状を有している。しかし
第１の導体基板１１は図１に示す第２の導体基板１２の左側に隣り合う領域すなわち図２
に示す第２の導体基板１２の下側に隣り合う領域のみならず、そこから図２の左側に隣り
合う領域にまで延び拡がっている。第１の導体基板１１の図１の上側に接続される半導体
素子３は、第１の導体基板１１上の一部の領域上に矩形状に拡がるように載置されている
が、それ以外の領域上には載置されていない。ここでは第１の導体基板１１のうち、平面
視においてその上に半導体素子３が接続された領域を第１領域とし、それ以外の領域を第
２領域とする。
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【００２８】
　基板材１は、絶縁基板１０の一方の主表面１０Ａ上に、第１の導体基板１１および第２
の導体基板１２と互いに間隔をあけて配置された第４の導体基板１４をさらに含んでいる
。第４の導体基板１４は図２の絶縁基板１０の左上側の領域に配置されており、第１～第
３の導体基板１１～１３と同様にたとえば銅からなることが好ましい。図示されないが第
４の導体基板１４は一方の主表面１０Ａ上に、たとえば図１と同様のはんだなどの接続材
７により直接接合されている。
【００２９】
　第４の導体基板１４の絶縁基板１０と反対側すなわち図１の上側には、他の半導体素子
３０が接続されている。図示されないが第４の導体基板１４と他の半導体素子３０とはた
とえば図１と同様のはんだなどの接続材７により直接接合されている。他の半導体素子３
０は基本的に半導体素子３と同様に、たとえばシリコンとカーボンとを主成分とする化合
物からなることが好ましく、たとえば炭化珪素（ＳｉＣ）からなることが好ましい。
【００３０】
　他の半導体素子３０の第４の導体基板１４と反対側すなわち図１の上側には、他の端子
５０が接続されている。他の端子５０は端子５と同様に、他の半導体素子３０上の領域か
ら第１の導体基板１１上の第２領域まで、すなわち図２における上側の領域から下側の領
域まで延びている。そして他の端子５０は第１の導体基板１１の第２領域と接続されてい
る。すなわち他の端子５０は、他の半導体素子３０の上側の表面と接続材７により接合さ
れるとともに、接続材７により第１の導体基板１１の上側の表面のうち第２領域に相当す
る領域と接合されている。
【００３１】
　以上により、図２においては、図１に断面図を示す第１の導体基板１１上の半導体素子
３と、第１の導体基板１１に隣り合う第２の導体基板１２とが端子５により接続され、図
２にてそれらの左側に配置される第４の導体基板１４上の他の半導体素子３０と、第４の
導体基板１４に隣り合う第１の導体基板１１の第２領域とが他の端子５０により接続され
る。第１の導体基板１１には端子５と他の端子５０との双方が電気的に接続されており、
これによりハーフブリッジ回路が構成されている。
【００３２】
　すなわち第１の導体基板１１は、半導体素子３が接続されその真上の端子５を他の第２
の導体基板１２に接続させる第１領域としての役割と、逆に他の第４の導体基板１４の他
の半導体素子３０と接続された他の端子５０を受け入れ接続する第２領域としての役割と
の双方を共有している。言い換えれば、図２の左側半分の領域における他の半導体素子３
０が接続された第４の導体基板１４は図２の右側半分の領域における半導体素子３が接続
された第１の導体基板１１に相当し、図２の左側半分の領域における第１の導体基板１１
は図２の右側半分の領域における半導体素子３が接続されない第２の導体基板１２に相当
する。つまり第１の導体基板１１の第２領域には半導体素子３が直接接続されていない。
【００３３】
　このように第１の導体基板１１が２つの役割を掛け持つように有することにより、２つ
の役割それぞれを有する部材が別個の部材として形成される場合に比べて、その占める面
積を縮小することができる。またハーフブリッジ回路を３つ並列に並べることによりフル
ブリッジ回路を構成することができ、それを１つの半導体装置１００の中に納めることが
できる。
【００３４】
　図２に示す半導体素子３および他の半導体素子３０に搭載される上記の電力用半導体装
置は、スイッチとしての機能と、還流用ダイオードとしての機能との双方を有するもので
あり、具体的には、当該電力用半導体装置として、パワーＭＯＳＦＥＴおよびＲＣ－ＩＧ
ＢＴを用いることができる。このようにすれば、スイッチとしての機能を有する電力用半
導体装置を搭載する半導体素子と還流用ダイオードとしての機能を有する電力用半導体装
置を搭載する半導体素子とが別個のチップとして基板材１上に実装される場合に比べて、



(8) JP 6849660 B2 2021.3.24

10

20

30

40

50

チップの数を少なくすることができる。つまりチップの数が少なくなる分だけ、基板材１
の上面上を半導体素子３，３０が占める面積を小さくすることができる。このため、半導
体素子３，３０の占める面積が小さくなった分だけ、半導体装置１００の平面レイアウト
を他の領域に充てることができる。また半導体素子３，３０の占める面積が小さくなった
分だけ、半導体素子３と第２の導体基板１２との距離および他の半導体素子３０と第１の
導体基板１１の第２領域との距離を短縮することができ、端子５の半導体素子３と第２の
導体基板１２とを結ぶ方向の長さおよび他の端子５０の他の半導体素子３０と第２領域と
の距離を短縮することができる。
【００３５】
　以上の構成を有する本実施の形態の半導体装置１００は、基本的に以下に説明する製造
方法により形成される。以下に、半導体装置１００の製造方法の主要部分について説明す
る。
【００３６】
　第１の導体基板１１、第２の導体基板１２および第３の導体基板１３は、これらを構成
する銅中に含まれる微量な酸化物を利用して形成された銅－酸素共晶液相を用いることに
より、一方の主表面１０Ａまたは他方の主表面１０Ｂ上に直接接合されることが好ましい
。あるいは第１の導体基板１１、第２の導体基板１２および第３の導体基板１３は、チタ
ンおよびジルコニウムなどの活性な金属材料を添加したろう材を用いて一方の主表面１０
Ａまたは他方の主表面１０Ｂ上に直接接合されてもよい。このようにして形成された絶縁
基板１０と第１の導体基板１１、第２の導体基板１２および第３の導体基板１３との接合
界面は、良好な熱伝導性、信頼性および平坦性を有するものとすることができる。
【００３７】
　絶縁基板１０の一方の主表面１０Ａおよび他方の主表面１０Ｂ上への第１の導体基板１
１、第２の導体基板１２および第３の導体基板１３の接合方法についてより詳細に説明す
れば、まず一方の主表面１０Ａおよび他方の主表面１０Ｂ上に銅の平板が接合される。そ
して一方の主表面１０Ａ上の銅の平板が通常の写真製版技術すなわち露光および現像処理
により回路パターンとして形成される。その回路パターンが薬液によりエッチングされる
ことにより、一方の主表面１０Ａ上には第１の導体基板１１および第２の導体基板１２が
形成される。上記の薬液によるエッチング工程の生産性および、一方の主表面１０Ａ上の
回路パターンと他方の主表面１０Ｂ上の回路パターンとの厚みおよび形状などの不釣り合
いに起因する絶縁基板１０の反りを抑制する観点から、上記の銅の平板の厚みは０．６ｍ
ｍ以下程度とすることが好ましい。
【００３８】
　半導体素子３の上側または下側の表面上のアルミニウムの薄膜からなる電極は、たとえ
ば半導体素子３の製造工程において、一般公知のスパッタ法により形成される。また半導
体素子３の上側または下側の表面上のはんだ接合用金属膜は、上記のスパッタ法でアルミ
ニウムの電極が形成された後に、一般公知の湿式めっき法またはスパッタ法などを用いて
形成される。
【００３９】
　半導体素子３は第１の導体基板１１上に、はんだなどの接続材７Ａにより接続されてい
る。具体的には上記の電極およびはんだ接合用金属膜が予め半導体素子３に形成されたう
えで、第１の導体基板１１上に接続材７Ａとしてのはんだなどが載置され、その上に半導
体素子３がさらに重ねられる。そしてそれらを還元雰囲気中で加熱することにより、半導
体素子３の裏面と第１の導体基板１１とのはんだ接合が得られる。なお上記の半導体素子
３を第１の導体基板１１上に接合する際に、併せて半導体素子３の表面上に接続材７Ｂと
してのはんだなどを設置しておくことで、後述する端子５との接続材を予め形成しておく
ことができる。以上のように第１の導体基板１１と半導体素子３とをはんだなどの接続材
７Ａで接合することにより、第１の導体基板１１と半導体素子３との間を電気的および熱
的に良好に接続することができ、かつ両者の接続界面の信頼性を確保することができる。
【００４０】
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　端子５は、０．３ｍｍ以上２．０ｍｍ以下程度の厚みを有する銅板を打ち抜き加工によ
り図１のようにその一部の領域においてそれ以外の他の領域よりも（少なくとも半導体素
子３および接続材７Ｂの厚みの和の分だけ）下方に配置されるような形状とされ、その後
プレス加工により一部の領域が他の領域に対して必要な寸法分だけ下方に配置されるよう
に制御されながら加工されることにより形成される。これにより、端子５の第１の端子表
面と第１の導体基板１１の表面との距離、および端子５の第１の端子表面と第２の導体基
板１２の表面との距離の関係を任意に調整することができる。端子５がたとえば第１の導
体基板１１上と第２の導体基板１２上との間の領域にて屈曲することにより、この領域に
おける端子５が図１の左右方向に延びる角度は絶縁基板１０の一方の主表面１０Ａに沿う
方向に対してたとえば３０°以上４５°以下の角度となることが好ましい。
【００４１】
　端子５は、半導体素子３上に予め設置された接続材７Ｂとしてのはんだおよび第２の導
体基板１２上に予め設置された接続材７Ｃとしてのはんだの上の所定位置に載置される。
この状態で系全体が還元雰囲気中で加熱されることにより、端子５と、半導体素子３と、
第２の導体基板１２とが互いに接合される。
【００４２】
　端子５が接続され、ワイヤボンディングにより制御用電極４と外部電極２５とが電気的
に接続された後に、系全体が樹脂９により、図１に示す態様となるように封止される。こ
の工程は、たとえばトランスファーモールド法またはポッティング法によりなされること
が好ましい。トランスファーモールド法は、系全体がセットされた金型内に流動性のある
樹脂が圧入され、加圧および加熱することにより樹脂を硬化させる方法である。またポッ
ティング法は、系全体がセットされた樹脂枠内に流動性のある樹脂を流入し、加熱するこ
とで樹脂を硬化させる方法である。
【００４３】
　樹脂９から露出された第３の導体基板１３の下側の表面上にはグリスなどの接合材が塗
布され、板バネなどを用いて、第３の導体基板１３の下側の表面上に冷却器が接合される
。すなわち第３の導体基板１３と冷却器とは、板バネの押圧力により互いに固定される。
これにより、図１に示す半導体装置１００の全体を、良好な熱伝導が容易な冷却器に接続
することができる。
【００４４】
　次に、本実施の形態の主要な作用効果について説明する。
　図１を再度参照して、仮に第２経路の第２の導体基板１２の上方の領域にも半導体素子
が配置されれば、その半導体素子自体の発熱により、この部分に半導体素子が存在しない
本実施の形態の構成に比べて、図１の半導体素子３の上方から端子５を伝わる第２経路で
の放熱作用が弱められる。また半導体素子を構成する炭化珪素などの材料は、導体材料に
比べて熱抵抗が大きいことによっても、第２経路での放熱作用が弱められる。
【００４５】
　そこで本実施の形態においては、半導体素子３の発熱は、以下の２つの経路である第１
および第２経路から放熱可能な構成となっている。第１経路は半導体素子３からその下側
の接続材７Ａを通ってさらに下方の第１の導体基板１１、絶縁基板１０、第３の導体基板
１３に伝わりそこからその下方の図示されない冷却器に伝わる経路である。また第２経路
は半導体素子３からその上側の接続材７Ｂを通って端子５に達し、端子５を第２の導体基
板１２側に伝わった後、接続材７Ｃ、第２の導体基板１２、絶縁基板１０、第３の導体基
板１３に伝わりそこからその下方の図示されない冷却器に伝わる経路である。
【００４６】
　つまり半導体素子３の発熱が、その上側および下側の双方の表面から第１および第２経
路を通って放熱される。半導体素子３の上方に伝わる熱についても、端子５を経由する第
２経路により、基板材１からその下方の図示されない冷却器へ高効率に放熱させることが
できる。このため本実施の形態では、半導体素子３の下方から第１経路のみにより放熱さ
れる場合に比べて、放熱効率を格段に向上させることができる。
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【００４７】
　第２経路による放熱は、端子５が接続材７Ｂにより半導体素子３と接続されるとともに
、接続材７Ｃにより第２の導体基板１２と直接接続されていることにより実現される。そ
のために、端子５の第１の端子表面が、第２の導体基板１２の真上において第１の導体基
板１１の真上に比べて基板材１からの図１の上下方向に関する距離が短くなくなるよう屈
曲されている。このような構成を有することにより、半導体素子３の上側から端子５に伝
わった熱を、より早くに下方へ伝播させて基板材１に到達させることができる。
【００４８】
　半導体素子３の上側および下側の表面の両面からの放熱が可能になり放熱性が向上する
ことは、特により高温条件下で使用され、チップを大面積化することが困難な、炭化珪素
などの化合物半導体を用いた半導体装置１００において特に有効である。
【００４９】
　次に、本実施の形態においては、半導体装置１００の最下部に相当する第３の導体基板
１３は樹脂から露出している。第３の導体基板１３が樹脂９から露出して絶縁基板１０の
他方の主表面１０Ｂの大部分を覆うように形成されていれば、半導体装置１００全体の土
台を平坦な第３の導体基板１３の下側の表面部にてしっかりと支えることができる。この
ことは、第３の導体基板１３は基板材１を構成する絶縁基板１０の他方の主表面上に強固
に接合されていることと、絶縁基板１０は基板材１およびこれを含む半導体装置１００の
全体の土台をしっかりと支えることができる部材であることとに基づく。このため本実施
の形態の基板材１および第３の導体基板１３の構成を適用すれば、半導体装置１００の平
行度すなわち平坦性を向上させることができる。
【００５０】
　また本実施の形態においては、半導体装置１００の最下部の導体基板が第３の導体基板
１３のみとなっている。つまり第３の導体基板１３のみがその下の冷却器と接続されるこ
ととなる。このため、第３の導体基板１３を含む半導体装置１００全体の平行度は、たと
えば互いに間隔をあけた複数の導体基板により半導体装置が冷却器と接続される場合に比
べて必然的に改善される。
【００５１】
　仮に第３の導体基板１３の部分の平行度が劣っていれば、たとえば第３の導体基板１３
の下に冷却器を両者間に絶縁シートを挟んで取り付ける場合、絶縁シートとその上の半導
体装置１００との間に空隙が生じ、これらの領域間の熱抵抗が増加する。また第３の導体
基板１３と冷却器との間に空隙が生じれば、当該空隙の部分で沿面放電するため、当該領
域における絶縁性の確保が困難となる。そこで本実施の形態のように半導体装置１００の
最下部である第３の導体基板１３の平坦性が向上されれば、第３の導体基板１３とその下
方の冷却器との接合をより良好とすることができる。このため、第３の導体基板１３から
冷却器への放熱性をより向上させることができる。
【００５２】
　基板材１に含まれる絶縁基板１０により、基板材１の下方に接続される冷却器と、半導
体素子３などとの電気的な絶縁状態を確保することができる。このため基板材１と冷却器
とを、グリスまたははんだなどの簡易な部材を用いて接合することができる。
【００５３】
　半導体装置１００に含まれる半導体素子３と第１の導体基板１１および端子５との接続
、および端子５と第２の導体基板１２との接続は、はんだなどの接続材７によりなされて
いる。接続材７としては、はんだが用いられることがより好ましい。
【００５４】
　上記の接続材７を用いた半導体装置１００に含まれる各部材間の接続により、各部材の
寸法誤差に起因する図１の上下方向の段差（高低差）などの不具合が形成されることがあ
る。この段差（高低差）などは、上記の絶縁基板１０を含む基板材１を土台として平坦性
に優れた半導体装置１００が形成されることにより、極力小さくすることが可能である。
しかしそれでも微小な段差が残存する。そこで本実施の形態においては、各部材を接続す
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る接続材７として、たとえばスズと銅と銀とを含むはんだが用いられることがより好まし
い。このようなはんだを用いれば、上記の微小な段差を容易に埋めることにより相殺する
ことができる。
【００５５】
　またはんだの熱伝導率は約６０Ｗ／ｍ・Ｋ、グリスの熱伝導率は約５Ｗ／ｍ・Ｋ、絶縁
シートの熱伝導率は約１０Ｗ／ｍ・Ｋであることから、はんだの熱伝導率はグリスおよび
絶縁シートの熱伝導率よりも大きい。このため仮に各部材間に段差が形成され、それがは
んだにて相殺しきれなかったとしても、はんだの高い熱伝導性により、各部材間の熱抵抗
の増加を抑制することができ、半導体装置１００の信頼性を確保することができる。
【００５６】
　また端子５は第１の導体基板１１よりも熱容量が大きいことが好ましい。第１の導体基
板１１および第２の導体基板１２の厚みをたとえば０．６ｍｍ以下と薄くすれば、これら
の冷却器との図１の上下方向の距離を小さくすることができ、第１の導体基板１１の定常
熱抵抗を低くすることができる。しかしその反面、第１の導体基板１１および第２の導体
基板１２の厚みが薄くその熱容量が小さいため、第１の導体基板１１の過渡熱抵抗が高く
なる。一方、端子５の厚みは最大で２．０ｍｍ程度となり、第１の導体基板１１および第
２の導体基板１２に比べて厚く形成される。このため端子５により過渡熱抵抗を低くする
ことができる。また端子５と第２の導体基板１２との定常熱抵抗は端子５の断面積に反比
例する。このため端子５を厚く形成することにより、端子５と第２の導体基板１２との定
常熱抵抗を低くすることができ、第２経路における端子５から第２の導体基板１２への熱
伝達を促進することができる。
【００５７】
　その他、本実施の形態においては端子５の第２の端子表面が、第１および第２の導体基
板１１，１２の真上において樹脂９に覆われており、樹脂９の最上面から端子５が露出し
てはいない。このため、樹脂９の最上面すなわち半導体装置１００の最上面の上に、半導
体装置１００を固定するための固定器具および制御基板などを載置することができる。
【００５８】
　（実施の形態２）
　図３は図４中のＩＩＩ－ＩＩＩ線に沿う部分の概略断面図である。図３および図４を参
照して、本実施の形態の半導体装置２００は、大筋で実施の形態１の半導体装置１００の
構成と同様の構成を有している。このため同一の構成要素については同一の参照番号を付
し、その説明を繰り返さない。半導体装置２００においては、第１の導体基板１１の真上
における端子５の半導体素子３と反対側すなわち図３の上側に第１の熱容量体３１が配置
されている。第１の熱容量体３１は、端子５の上側の表面と接続材７Ｄにより接続されて
いる。つまり接続材７は接続材７Ａ，７Ｂ，７Ｃ，７Ｄを有している。
【００５９】
　第１の熱容量体３１は、たとえば銅を母材としたヒートシンクであることが好ましく、
銅板の打ち抜き加工によりたとえば直方体状に形成される。第１の熱容量体３１の形成の
際には、端子５の形成の際のように屈曲部を形成するためのプレス加工が不要である。こ
のため端子５を形成するための銅板よりも厚い銅板を用いることができ、たとえば厚みが
３．０ｍｍの第１の熱容量体３１を形成することができる。接続材７Ｄを用いた端子５と
第１の熱容量体３１との接合工程は、たとえば接続材７Ａを用いた半導体素子３と端子５
との接合工程と同時に、はんだを用いて行なうことができる。このとき、治具を用いて第
１の熱容量体３１の位置精度を確保することが好ましい。
【００６０】
　このようにして形成される第１の熱容量体３１は、第１の導体基板１１および第２の導
体基板１２よりも熱容量が大きくなっている。
【００６１】
　以下に、本実施の形態の作用効果を説明する。本実施の形態は、実施の形態１の作用効
果に加えて、以下の作用効果を奏する。



(12) JP 6849660 B2 2021.3.24

10

20

30

40

50

【００６２】
　本実施の形態においては、端子５に、第１の導体基板１１および第２の導体基板１２よ
りも熱容量が大きい第１の熱容量体３１が接続される。このため、端子５と第１の熱容量
体３１とを合わせた部分の全体の熱容量を実施の形態１に比べてさらに大きくすることが
できる。また端子５と第１の熱容量体３１とを合わせた部分の全体の過渡熱抵抗を実施の
形態１よりもさらに低くすることができる。その結果、実施の形態１よりもさらに放熱性
を向上させることができる。
【００６３】
　第１の熱容量体３１は端子５とは別体として形成され、接続材７Ｄにより端子５と接続
されている。このため端子５の形状を複雑にすることなく、端子５と第１の熱容量体３１
とを合わせた部材の熱容量を大きくするなどの効果を奏することができる。
【００６４】
　（実施の形態３）
　図５は図６中のＶ－Ｖ線に沿う部分の概略断面図である。図５および図６を参照して、
本実施の形態の半導体装置３００は、大筋で実施の形態１，２の半導体装置１００，２０
０の構成と同様の構成を有している。このため同一の構成要素については同一の参照番号
を付し、その説明を繰り返さない。半導体装置３００においては、第２の導体基板１２の
真上における端子５の基板材１と反対側すなわち図５の上側に第２の熱容量体３２が配置
されている。第２の熱容量体３２は、端子５の上側の表面と接続材７Ｄにより接続されて
いる。つまり接続材７は接続材７Ａ，７Ｂ，７Ｃ，７Ｄを有している。第２の熱容量体３
２は第１の熱容量体３１と同様の材質を用いて、同様の製法により、同様のサイズのもの
が形成されるため、詳細な説明を省略する。
【００６５】
　このようにして形成される第２の熱容量体３２は、第１の導体基板１１および第２の導
体基板１２よりも熱容量が大きくなっている。
【００６６】
　以下に、本実施の形態の作用効果を説明する。本実施の形態は、実施の形態１，２の作
用効果に加えて、以下の作用効果を奏する。
【００６７】
　本実施の形態においては、端子５に、第１の導体基板１１および第２の導体基板１２よ
りも熱容量が大きい第２の熱容量体３２が接続される。このため、端子５と第２の熱容量
体３２とを合わせた部分の全体の熱容量を実施の形態１に比べてさらに大きくすることが
できる。また端子５と第２の熱容量体３２とを合わせた部分の全体の過渡熱抵抗を実施の
形態１よりもさらに低くすることができる。その結果、実施の形態１よりもさらに放熱性
を向上させることができる。
【００６８】
　なお第２の導体基板１２の真上においては（接続材７Ａと接続材７Ｃとの厚みが等しけ
れば）、第１の導体基板１１の真上に比べて、半導体素子３および接続材７Ｂの厚み分だ
け、端子５が図５の下側に配置される。このため第２の導体基板１２の真上に厚い第２の
熱容量体３２が形成されても、その厚みと接続材７Ｄの厚みの和が半導体素子３および接
続材７Ｂの厚みの和以下であれば、第１の導体基板１１上の端子５の最上面に比べて第２
の熱容量体３２の最上面の高さが高くなることはない。したがって実施の形態２のように
第１の導体基板１１（半導体素子３）の真上に第１の熱容量体３１が形成される場合に比
べて、本実施の形態のように第２の導体基板１２の真上に第２の熱容量体３２が形成され
れば、半導体装置１００全体の特に図５の上下方向の寸法の増加を抑制することができる
。このため実施の形態２よりも半導体装置１００全体を小型化させることができ、その結
果、冷却性能をより向上させることができる。
【００６９】
　（実施の形態４）
　図７は図８中のＶＩＩ－ＶＩＩ線に沿う部分の概略断面図である。図７および図８を参
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照して、本実施の形態の半導体装置４００は、大筋で実施の形態１～３の半導体装置１０
０～３００の構成と同様の構成を有している。このため同一の構成要素については同一の
参照番号を付し、その説明を繰り返さない。半導体装置４００においては、実施の形態１
の半導体装置１００と異なり、端子５は第２の導体基板１２と直接接続されてはおらず、
両者の間に接続材７以外の部材が配置された構成を有している。具体的には、端子５は第
２の導体基板１２と、第３の熱容量体３３を介して接続されている。第３の熱容量体３３
は、第１の熱容量体３１および第２の熱容量体３２と同様に銅板の打ち抜き加工により、
直方体状のヒートシンクとして形成される。このため第３の熱容量体３３についての詳細
な説明を省略する。第３の熱容量体３３は、第２の導体基板１２の基板材１と反対側すな
わち図７の上側に、接続材７Ｃにより接続されている。また第３の熱容量体３３は、その
図７の上側において、接続材７Ｄにより端子５と接続されている。第３の熱容量体３３は
第１の導体基板１１および第２の導体基板１２よりも熱容量が大きいことが好ましい。
【００７０】
　また本実施の形態においては、特に第１の導体基板１１と第２の導体基板１２との厚み
が等しい場合、接続材７Ａと半導体素子３と接続材７Ｂとの厚みの和は、接続材７Ｃと第
３の熱容量体３３と接続材７Ｄとの厚みの和に等しくなるように形成されることが好まし
い。この場合、端子５は第２の導体基板１２上の領域において第１の導体基板１１上の領
域よりも基板材１からの距離が短い位置に配置されるように屈曲される必要はなく、端子
５は第１の導体基板１１上の領域と第２の導体基板１２上の領域との間で平坦な形状を有
している。
【００７１】
　以下に、本実施の形態の作用効果を説明する。本実施の形態は、実施の形態１～３の作
用効果に加えて、以下の作用効果を奏する。
【００７２】
　本実施の形態においては、端子５と第２の導体基板１２との間に配置される第３の熱容
量体３３をスペーサとして活用することができる。これにより、端子５と第３の熱容量体
３３とを合わせた部分の全体の熱容量を実施の形態１に比べてさらに大きくすることがで
きる。また第３の熱容量体３３により、実施の形態１に比べて端子５と第３の熱容量体３
３とを合わせた部分の全体の断面積が大きくなるため、過渡熱抵抗と定常熱抵抗との双方
を低くすることができ、第２経路による放熱性をさらに向上させることができる。
【００７３】
　また本実施の形態においても実施の形態３と同様に、第２の導体基板１２の真上に第３
の熱容量体３３が配置される。このため実施の形態２のように第１の導体基板１１（半導
体素子３）の真上に第１の熱容量体３１が形成される場合に比べて、本実施の形態のよう
に第２の導体基板１２の真上に第２の熱容量体３２が形成されれば、半導体装置４００全
体の図７の上下方向の寸法の増加を抑制することができる。このため実施の形態２よりも
半導体装置４００全体を小型化させることができ、その結果、冷却性能をより向上させる
ことができる。
【００７４】
　さらに、上記のように本実施の形態においては、第３の熱容量体３３の厚みを調整する
ことにより、端子５を平坦な形状とすることができる。このようにすれば、接続材７Ｂお
よび接続材７Ｄ上に接続される端子５に下方に屈曲した部分を形成するためのプレス加工
を行なう必要がなくなる。したがって、端子５の加工費を削減することができるとともに
、端子５の厚みの上限値をより高く設計することができる。具体的には、端子５の厚みを
３．０ｍｍとすることができる。プレス加工により銅板を屈曲させるためには、銅板は薄
いことが要求されるためである。
【００７５】
　（実施の形態５）
　図９は図１０中のＩＸ－ＩＸ線に沿う部分の概略断面図である。図９および図１０を参
照して、本実施の形態の半導体装置５００は、大筋で実施の形態４の半導体装置４００の
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構成と同様の構成を有している。このため同一の構成要素については同一の参照番号を付
し、その説明を繰り返さない。しかし半導体装置５００においては、半導体装置４００の
第３の熱容量体３３および接続材７Ｄの部分が、端子５と一体として構成されている。こ
のため端子５は、半導体装置４００の端子５と同様の第１の導体基板１１上の領域から第
２の導体基板１２上の領域まで平坦に延びる領域と、半導体装置４００の第３の熱容量体
３３および接続材７Ｄの部分に相当する突起部５Ｔとが合体された、銅板からなる構造と
なっている。言い換えれば、端子５は、基板材１側の第１の端子表面が、第２の導体基板
１２の真上において基板材１側に突起する突起部５Ｔを有している。これにより第１の端
子表面は、第２の導体基板１２の真上において第１の導体基板１１の真上に比べて基板材
１からの距離が短くなっている。
【００７６】
　突起部５Ｔの厚みはたとえば約１ｍｍであり、０．７ｍｍ以上１．３ｍｍ以下とするこ
とが好ましい。
【００７７】
　突起部５Ｔと第２の導体基板１２とは、接続材７Ｃにより接続されている。また第１の
導体基板１１上においては、他の実施の形態と同様に、半導体素子３上の接続材７Ｂによ
り端子５が接続されている。
【００７８】
　以下に、本実施の形態の作用効果を説明する。本実施の形態は、実施の形態４の作用効
果に加えて、以下の作用効果を奏する。
【００７９】
　本実施の形態のように突起部５Ｔを設け、実施の形態４の接続材７Ｄおよび第３の熱容
量体３３の部分が端子５と一体化することにより、実施の形態４に比べて部品点数を削減
することができ、加工を容易にすることができる。またはんだとしての接続材７Ｄの部分
が銅板の一部である突起部５Ｔに代えられている。はんだの熱伝導率は約６０Ｗ／ｍ・Ｋ
であるのに対し、銅の熱伝導率は約４００Ｗ／ｍ・Ｋとはんだに比べて非常に大きい。こ
のため本実施の形態の端子５を適用することにより、実施の形態４に比べて第２経路の放
熱性をより向上させることができる。
【００８０】
　以上において、実施の形態２～５の各構成は、たとえば図４，６，８，１０の右側半分
の領域に適用したものとして説明しているが、図４，６，８，１０の左側半分の領域にも
同様にこれらを適用することができる。この場合、第４の導体基板１４に他の半導体素子
３０が接続された領域が図３，５，７，９の第１の導体基板１１に半導体素子３が接続さ
れる領域に相当すると考え、第１の導体基板１１の第２領域が図３，５，７，９の第２の
導体基板１２上の領域に相当すると考えればよい。
【００８１】
　また実施の形態１～５の図１，３，５，７，９に示す特徴を、図２，４，６，８，１０
の左側半分の領域および右側半分の領域のそれぞれに対して適宜組み合わせるように適用
してもよい。すなわち以上に説明した各実施の形態における技術的特徴を、技術的に矛盾
のない範囲で適宜組み合わせて適用してもよい。
【００８２】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて請求の範囲によって示され、請
求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図される。
【符号の説明】
【００８３】
　１　基板材、３　半導体素子、４　制御用電極、５　端子、５Ｔ　突起部、７，７Ａ，
７Ｂ，７Ｃ，７Ｄ　接続材、９　樹脂、１０　絶縁基板、１０Ａ　一方の主表面、１０Ｂ
　他方の主表面、１１　第１の導体基板、１２　第２の導体基板、１３　第３の導体基板
、２１　ワイヤ、２５　外部電極、３０　他の半導体素子、３１　第１の熱容量体、３２
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　第２の熱容量体、５０　他の端子、１００，２００，３００，４００，５００　半導体
装置。
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